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１１．．ははじじめめにに  

企業における障害者雇用は法定雇用率の引き

上げを背景に着実に進んでいます。これまでは

法定雇用率の達成という「数」についての側面

が強く意識されていましたが、近年は単に雇用

するだけでなく、いかに活躍してもらうか「質」

についての視点が重要になっています。障害者

の雇用促進等に関する法律（1960 年法律第 123

号）（以下、「障害者雇用促進法」という。）の

改正においても事業主の責務として「職業能力

の開発及び向上に関する措置」が追加され、さ

らなる雇用の「質」の向上に向けて対応が求め

られています。 

今号では、障害のある社員の活躍推進に向け

てどのような環境調整や対応が望ましいかなど

現場でのマネジメントのポイントについて事例

を交え、紹介します。 

 

 

 

 

２２．．障障害害者者雇雇用用ににおおけけるる「「質質」」ととはは何何かか  

2023年 4月から障害者雇用促進法に、障害の

ある社員の「職業能力の開発・向上に関する措

置を行うこと」が事業主の責務として明確化さ

れました。 

「すべての事業主は障害のある社員に『適正

な雇用管理』『能力開発』『正当な能力評価』を

行うよう努めなければならない。」とあります。 

このような「障害者雇用の質の向上に向けた取

組」が企業には求められています。 

障害者雇用の「質」について今のところ明確

な定義はありませんが、障害者雇用率という

「数」を達成したからそれで終わりではなく、

「雇用後の能力開発、人材育成」「合理的配慮

の提供を踏まえた雇用管理」「適切な人事評価

に基づく処遇」などの視点を持ち、取り組みを

行うことが障害者雇用の「質」の向上につなが

ります。 

参考までに障害者職業総合センターでは「企

業にとっての障害者雇用の質」について図１の

ようなイメージで調査研究を行っています。 

PP

○ 障障害害者者雇雇用用はは「「数数」」のの確確保保かからら「「質質」」のの向向上上へへ  

これからの障害者雇用に求められるのは「数」の充足から「質」の向上 

「強みの発揮」「成長実感」などキャリア形成に寄り添う環境を整える事で活躍推

進、職場定着につながる 

○ 障障害害者者のの活活躍躍推推進進  

障害のある社員が職場の一員として力を発揮し、会社に貢献できている実感を持てる

ようマネジメントすることが重要 

○ 現現場場ママネネジジメメンントトののポポイインントト  

一人一人の障害特性や強みに着目し、意欲や成長機会を促すことで職場定着、戦力化

へつなげる 

≪連載≫ 
「障がい者のさらなる活躍支援に向けて」 

 

 高齢・障害・求職者雇用支援機構 伊集院 貴子氏  

第5回 
 

～企業事例に学ぶ障がい者の活躍推進、現場マネジメントのポイント~    
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３３．．障障害害者者のの活活躍躍推推進進にに向向けけてて  

 企業の発展や成長にとって社員の人材育成

は不可欠です。また社員にとっても障害の有

無にかかわらず、企業から期待され、チャレ

ンジできる環境があることで働きがいを感じ、

企業に貢献できている実感をもつことができ

ます。 

そのためにも障害のある社員の希望や障害

特性等に配慮した人材育成や活躍推進のため

の支援は重要です。 

人材育成の制度や方法（研修制度、人事評

価制度、資格取得推奨制度）は企業によって

さまざまですが、障害のある社員もほかの社

員と同様に対応することが基本です。その上

で可能な範囲で障害特性等に配慮し、育成機

会を作ることが重要です。 

  障害のある社員にとっても個々の価値観や 

希望、背景もさまざまであり、職業人として

のキャリアに対する考え方もさまざまです。    

障害のある社員が制度や将来像について理

解した上で、主体的に取り組めるよう企業が

支援することが必要です。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（（１１））能能力力開開発発  

障害のある社員の職業能力向上のための研

修は不可欠です。 

障害のある社員にとっても、実際の業務で

取り扱うものや場面を通して体験しながら行

われる OJT 研修は、業務習得をする上で効果

的です。知的障害、精神障害、発達障害のあ

る社員については視覚的にわかりやすくする

ために写真・イラストなどを取り入れたマニ

ュアルの準備があるとよいでしょう。筆者の

以前働いていた企業では、障害のある社員用

に作成したマニュアルがわかりやすいので、

障害のない新人社員の教育にも活用されてい

ました。 

 障害のある社員に対して、集合での座学研

修は負担になるのではないかと心配する声も

ありますが、障害や障害特性等に応じた配慮

はしつつ研修を実施することは重要です。車

いす使用者、発達障害のある社員への物理的

な環境調整、視覚障害、聴覚障害のある社員

への情報保障、知的障害のある社員向けのわ

かりやすい教材の準備など考慮することが望

図１ 出典：事業主の皆さまへ障害者雇用の質の向上に向けて 障害者職業総合センター（2026.3） 
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まれます。企業にとっては人材育成につなが

り、障害のある社員にとっては企業の一員で

あることを実感できる機会になります。 

 

（（２２））雇雇用用管管理理  

 2024年 4月１日から、すべての事業者に対

して、障害のある人への合理的配慮の提供が

義務化されました。職場で起こる問題は個別

性が高く、雇用管理において一律の対応策や

改善策はありません。 

障害のある社員と企業間でコミュニケーシ

ョンを取り、一方的な配慮の申し出や雇用管

理ではなく、話し合いによる柔軟な対応が重

要であるとされています。 

安心して話せる環境、会社の一員として大

切にされていると実感することで、職場定着

にもつながります。 

 

（（３３））人人事事評評価価・・処処遇遇  

  人事評価は、企業の方針や目標を明示し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価を通じて社員個々の強みや課題を把握し、

人材育成につなげるものであり、障害のある

社員に対しても重要なものとなっています。

一方で、人事評価制度自体を他の社員と同様

にするのは難しいという声も聞かれます。そ

のような場合であっても、「障害者雇用の」

といった障害者雇用の枠に特化した評価を行

うのではなく、①正社員、契約社員、パート

などの雇用形態ごとの就業規則をもとに評価

を行うこと、②次に職群ごとの役割定義、目

標、評価項目、評価基準をもとにすること、

③その上で合理的配慮の観点から障害のある

社員の障害種別や個々の特性等に応じて、具

体的な数値や行動を目標に設定することで、

社員や上司も振り返りやすく、人事面談にお

いても齟齬なく進めていきやすくなります。

そして評価結果が雇用継続や担当職務の拡大、

昇給や昇進のように実感できるものに反映さ

れることがモチベーションの維持や向上のた

めに重要となります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

図２ 出典：職場定着に向けた雇用の質を考える～キャリア制度や評価制度～2025 年度第２回  

雇用管理サポート講習会（東京障害者職業センター多摩支所） 障害者雇用支援ネット 

ワークコーディネーター資料より 
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（（４４））現現場場ママネネジジメメンントトののポポイインントト  

 障害のある人と現場で一緒に働く現場担当

者向けの研修では「障害者としてではなく、

一緒に働く同僚、部下として接してください」

とお伝えしています。事前に障害特性等を把

握した上で、遅刻、居眠り、他者に対する言

葉遣い等については、その場で指摘をすると

ともに、職業人としてやるべきことや職場で

のルールについては正しい行動を示してくだ

さい。「障害があるから仕方がない」と注意

することを遠慮すると、障害のある社員自身

も「ふさわしくない行動をしても大丈夫」と

勘違いしてしまいます。このような状況が続

くと、現場担当者が対応に負担を感じ、一緒

に働く従業員からも理解が得られなくなる場

合があります。 

 

（（５５））得得意意をを生生かかししたたママネネジジメメンントト  

 業務を行う上で「できないこと」は目につ

きやすいものです。環境や業務に慣れること

により、できるようになることもありますが、

障害特性上、改善が難しいこともあります。

「不注意による見落とし」や「手元に集中で

きず業務が進まない」などは注意や根性論だ

けでは解決しません。発想を変えて「できる

こと」「できそうなこと」に着目し、業務転

換をすることで注意されることが減り、もと

もと持っている強みを発揮して業務を行うこ

とができます。 

 

（（６６））ココミミュュニニケケーーシショョンンをを重重視視  

 障害のある社員との日々のコミュニケーシ

ョンはとても重要です。業務日誌などのツー

ルを活用し、一日数分対話をする時間を取っ

ている事例があります。業務でできたところ

を褒めたり認めたりした上で、改善する点は

言葉にして、障害のある社員、現場担当者双

方で確認するなどちょっとしたコミュニケー

ションを大切にすることで業務上、人間関係

上のトラブルを事前に防げる事もあります。 

（（７７））雇雇用用管管理理をを現現場場担担当当者者だだけけのの仕仕事事ににしし

なないい  

 障害のある社員の活躍を支えるマネジメン

トについて述べましたが、日々一緒に働く現

場の担当者、人事だけでの雇用管理は難しい

です。採用してからが障害者雇用のスタート

でもあります。現場担当者だけで抱え込むこ

とになると担当者は疲弊しがちです。担当者

を支える上司、人事、経営層、必要に応じて

外部の支援機関を活用することが重要であり、

効果的です。  

  

４４．．おおわわりりにに    

 障害者雇用の「質」を問われるようになり、

企業からも「人事評価」「正社員登用」「職位

制度と昇給」について相談を受けることが増

えています。確かに障害があることや障害特

性等から努力をしても「できないこと」はあ

ります。障害者を雇用してからが人材育成で

す。会社に貢献し活躍してもらうための人材

育成、正当な能力評価の視点を持つことが今

後ますます重要になります。 

障害のある社員にとっても仕事を任せてもらう

ことでやる気につながり、新たな業務にチャレ

ンジしようと意欲が生まれます。このような好

循環により職場の一員として認められ、会社へ

の貢献が実感できます。 

障害のある社員の活躍推進のために得意や

強みを生かし、支えていくマネジメントが重

要になっていきます。 

 

 

 

≪執筆者プロフィール≫  
高齢・障害・求職者雇用支援機構  
職業リハビリテーション部 
障害者雇用支援ネットワークコーディネーター 
在籍：大阪障害者職業センター 

伊集院 貴子 氏 
【経歴等】 
生命保険会社の特例子会社において障害者雇用
全般を担当 
障害者雇用のエキスパートとして、近畿地区
の事業所支援を担当 
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